
(申請書様式1)本注釈(赤字)に加えて、記入要領、記入例(青字)は削除して提出ください

※A4にて、ポイントをおさえ評価者が読みやすいように作成してください。フォントは Meiryo UI 、サイズは10.5とし、行間は固定値18とすること。また、審査の過程において資料の追加提出等を求めることがあります。
※提案書のファイル名を「EPOCH提案書様式1_○○大学.pdf」とすること。
※連携大学もあわせて提案書を作成してください。
　先端研究基盤刷新事業(EPOCH)提案書　
令和８年○月○日提出
　基本情報
	プロジェクト名
	EPOCH○○大学○○プロジェクト　　　　　※「〇〇大学」は提案大学名です。

	申請額(間接経費込み)
(施設整備費は除く)
	○○百万円(提案大学：○○百万円、連携大学A：○○百万円、連携大学B：〇〇百万円)

	施設整備
	□なし　　　□あり　　　　　　※該当するものにチェックください。

	※先端研究基盤刷新事業(EPOCH)は、文部科学省が公募する施設整備とJSTの基金事業を一体的に推進するべきものであり、審査・選定についても、双方の申請を踏まえ、連携して実施することとしています。そのため、基金事業の審査に当たっては、文部科学省が公募を実施する「先端研究基盤刷新事業(EPOCH)」における施設整備の申請内容を参照する必要があることから、参考資料として添付してください。


	提案大学の情報
	

	機関名
	○○法人　○○大学

	プロジェクト統括氏名
	○○　○○

	所属部局・部署
	○○○○

	職名
	○○○○

	事務担当者氏名
	○○　○○

	所属部局・部署
	○○○○


※e-Radにプロジェクト統括と事務担当者の電話番号とメールアドレス、提案大学の住所を記入いただきます。
※本申請及び審査に関するJSTからのご連絡、問い合わせは、e-Radに記入いただいたプロジェクト統括と事務担当者に原則メールでいたします。事務担当者の連絡先はグループアドレスの使用を推奨しております。
※連携大学がある場合には、以下に機関名を記載ください。連携大学がない場合は、表を削除ください。
	連携大学の情報
	

	機関名
	○○法人　○○大学

	連携プロジェクト統括氏名
	○○　○○

	所属部局・部署
	○○○○

	職名
	○○○○


※e-Radに連携プロジェクト統括の電話番号とメールアドレス、提案大学の住所を記入いただきます。
※参画機関がある場合には、以下に機関名を記載ください。参画機関がない場合は、表を削除ください。
	参画機関名
	〇〇大学、(株)〇〇社
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１. 研究基盤の刷新に向けたビジョン
※１　大学のミッション等に基づき、研究基盤の刷新に向けたビジョンに加え、そこに至るための一定程度具体化されたプロセスを、事業開始後３年程度で取り組むこと、それ以降に取り組むことに分けて記載してください。適宜、図や表を活用して、本項目は3ページ以内で作成してください。
※２　可能な範囲で数値的な目標を設定してください。
※３　連携大学がある場合は、提案大学との組織的な連携を行う意義や役割も記載ください。

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。




２．コアファシリティ化(組織的な研究設備の導入・更新・活用の仕組み)の実績
※1　「研究設備・機器の共用推進に向けたガイドライン」等も参照しつつ、コアファシリティ化が進む研究大学等としての実績(共用対象設備数、利用件数、利用料収入等)を記載ください。なお、申請要件に係る以下の項目は、必ず記載してください。
　　　・組織全体としての共用の推進を行う組織(「統括部局」)の確立
・「戦略的設備整備・運用計画」に基づく持続的な設備整備・運用
・共用化を促進させる研究者や部局へのインセンティブの設計
・競争的研究費の使途の変容促進(設備の重複確認等)
・コアファシリティ・ネットワーク形成の主導と成果の検証　等
※２　「研究設備・機器の共用推進に向けたガイドライン」に基づく「戦略的設備整備・運用計画」を作成している場合は、添付ください。
※３　連携大学がある場合は、連携大学の実績も記載ください。

■実績：○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○(組織全体としての共用の推進を行う組織(「統括部局」)の確立　等)

■共用化の定義：○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

＜共用化設備の割合と利用状況について＞
	機器の取得価格額
	全学の設備数
	共用化対象設備数
	共用化対象設備数の割合

	500万円以上1,000万円未満
	
	
	

	1,000万円以上5,000万円未満
	
	
	

	5,000万円以上1億円未満
	
	
	

	1億円以上
	
	
	



	
	学内
	学外(大学等公的機関)
	学外(民間企業等)

	共用設備の利用件数(令和６年度)
	
	
	

	共用設備の利用料収入(令和６年度)(千円)
	
	
	


※1　各大学の共用化の定義に基づき算出してください。
※2　算出が難しい場合は、適宜、項目の変更や不記載でも構いません。
※3 表形式に加え、適宜、グラフ等を活用して作成してください。

＜共用化を支える体制について＞
	
	研究者
	技術者等
	研究開発マネジメント
人材(URA等)
	事務
職員
	その他
	合計

	共用化を支える体制(人)
	
	
	
	
	
	


※共用研究設備・機器の検索システムなどを構築している場合は、そのURLを記入ください。
	(関連WEB概要1)
	URL


３．先導的な研究環境の実現に向けた取組(プロジェクト構想)
※1　「研究の創造性・効率性の最大化のための先端研究基盤の刷新に向けた今後の方針」等も参照しつつ、①先端的な装置の開発・導入、②人が集まる魅力的な場の形成、③持続的な仕組みの構築等、研究の創造性と協働を促進し、新たな時代(Epoch)を切り拓く先導的な研究環境の実現に資する具体的な取組を、現状の課題を踏まえ、事業開始後3年程度で取り組むこと、それ以降に取り組むことに分けて記載ください。
※2　記載の末尾に、下表の形式により、構想・計画のアウトプット・アウトカムを測定する指標を設定してください。
※3　本項目は10ページ以内で作成してください。
※4　連携機関がある場合は、提案大学と連携して行う具体的な活動も記載ください。
※5　公募要領「3.5 プロジェクト統括の責務等」を踏まえ、記入してください。
※6　実施項目に応じて番号を追加してください。

　＜記入項目＞
➀　実施項目「○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○」
➀-1．当初３年での実施事項・目標(現状の課題を含む)
　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
➀-2．それ以降の実施事項・目標
　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

➁　実施項目「○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○」
➁-1．当初３年での実施事項・目標(現状の課題を含む)
　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
➁-2．それ以降の実施事項・目標
　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

➂　・・・
➃　・・・

＜指標＞
	アウトプット指標
	目標値(目標年)
	申請時点
	指標設定の考え方

	
	
	
	

	
	
	
	



	アウトカム指標
	目標値(目標年)
	申請時点
	指標設定の考え方

	
	
	
	

	
	
	
	


※複数の指標を設定する場合、適宜、行を追加してください。
※アウトプット指標はアウトカム指標と関連するものとし、指標設定の考え方にその関連がわかるよう記載してください。
※申請時点の数値を記載できない場合は、「-」としてください。

提案大学：　〇〇大学


４．共用研究設備等の整備・運用計画(プロジェクト実施計画)
※1　「研究の創造性・効率性の最大化のための先端研究基盤の刷新に向けた今後の方針」等も参照しつつ、10年程度の「共用研究設備等の整備・運用計画」を作成してください。
なお、「研究設備・機器の共用推進に向けたガイドライン」も踏まえ、研究設備・機器を重要な経営資源の一つと捉え、研究設備・機器とそれを支える人材の活用を機関の経営戦略に明確に位置づけることが重要であることにご留意ください。また、「共用研究設備等の整備・運用計画」には、コアファシリティ化の先駆者として、共用化を促進させる研究者向けのインセンティブ設計や競争的研究費の使途の変容を促進するための具体的な取組や、先導的な研究環境の実現に向けた中長期の計画も含めてください。
※2　連携大学がある場合は、連携大学も含めた「共用研究設備等の整備・運用計画」を作成ください。
※3　３ページ以内で作成してください。

＜プロジェクト実施計画＞
	実施項目
	令和8年度
	令和9年度
	令和10年度
	令和11~17年度
	補足

	➀
	
	
	
	
	

	➁
	
	
	
	
	

	➂
	
	
	
	
	

	➃
	
	
	
	
	





５．資金計画(プロジェクト予算計画)
（１）予算
※1　「共用研究設備等の整備・運用計画」の実施に必要となる経費の資金計画を作成ください。
※2 本事業で新たに整備した研究設備・機器については、全学的な共用はもちろん、原則学外にも共用するとともに、本事業が単なる共用研究設備・機器の整備や開発のみの提案とならないように留意してください。そのため、例えば、１億円を超える高額な研究設備・機器を新たに整備する場合は、その必要性などを記載ください。また、研究設備・機器の開発が総額1億円を超える場合、別途、その意義(研究ニーズや投資効果、市場規模、共用の場で開発を実施する理由、本プロジェクトの資金を設備・機器の共用でなく、本開発に投じる理由)とともに資金計画を作成ください。なお、事業の趣旨から、経費は最大でも事業費の半分を超えることがないよう留意するとともに、機器メーカー等民間企業との共用の場を接続点とした組織的な連携を構築するなど、参画機関としての具体的な活動内容を記載ください。
※3　連携大学がある場合は、連携大学も含めた「資金計画」を作成ください。
※4　費目別の委託研究費の見込みを年度ごとに記入してください。なお、設備・備品費の内、1,000万円以上の研究設備・機器を新たに整備する場合は、その品名・仕様等を記入してください。
※5　研究費の費目と使途は、公募要領を参照してください。
※6 間接経費は直接経費の10%にしてください。「施設整備なし」の場合、プロジェクト全体の予算は30億円以下(間接経費込み)、「施設整備あり」の場合、プロジェクト全体の予算は20億円以下(間接経費込み)で申請してください。

＜プロジェクト全体の予算＞
	費目
	令和8年度
	令和9年度
	令和10年度
	総額(百万円)

	設備・備品費
	
	
	
	

	消耗品費
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	

	人件費・謝金
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	

	間接経費
	
	
	
	

	計(百万円)
	
	
	
	


＜提案大学/連携大学の予算＞(連携大学がない場合は表を削除)
	費目
	令和8年度
	令和9年度
	令和10年度
	総額(百万円)

	設備・備品費
	
	
	
	

	消耗品費
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	

	人件費・謝金
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	

	間接経費
	
	
	
	

	計(百万円)
	
	
	
	





＜設備・備品費の内、1,000万円以上の研究設備・機器＞		(金額単位：百万円)
	購入予定年月
	購入希望順位
	品名・仕様
	数量
	単価
	金額
	備考(設置予定場所や
国産/海外製品の別、必要性等)

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	



＜研究設備・機器の開発が総額1億円を超える場合の資金計画及びその意義＞
	設備・機器名
	

	実施機関
	

	費目
	令和8年度
	令和9年度
	令和10年度
	総額(百万円)

	設備・備品費
	
	
	
	

	消耗品費
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	

	人件費・謝金
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	

	間接経費
	
	
	
	

	計(百万円)
	
	
	
	

	開発の意義や体制
	先端的な装置の開発・導入の意義(研究ニーズや投資効果、市場規模等、共用の場で開発を実施する理由、本プロジェクトの資金を設備・機器の共用でなく、本開発に投じる理由）や機器メーカー等民間企業との共用の場を接続点とした組織的な連携の状況などを記入ください。 



（２）特記事項
※予算計画について、補足すべき事項があれば記載してください。



６．実施体制
６－１．統括部局の位置づけ
※1　統括部局の大学組織内での位置づけ、体制、役割などを適宜、図などを用いて1ページ以内で記載してください。
※2　連携大学がある場合は、提案大学と連携大学の関係も記載してください。
※3　統括部局の大学組織内での位置付け、体制、役割などを適宜、図などを用いて記載ください。連携機関がある　場合は、提案大学と連携機関の関係が分かるように記載ください。


６－２．プロジェクト統括の経歴
提案大学・連携大学のプロジェクト統括について、1ページ以内で記載してください。
	氏名
	

	現在の業務内容
	





	学歴
	


	職歴
	




	プロジェクト統括としての選任理由
	




	経営層(大学本部)から委譲されたプロジェクト統括の権限
	









６－３．実施体制(主要な役割を担う者のみ記載)
※1ページ以内で記載してください。
	氏名
	所属部局・部署
	職名
	役割

	○○ ○○
	○○○○○
	○○○○○
	

	○○ ○○
	○○○○○
	○○○○○
	

	○○ ○○
	○○○○○
	○○○○○
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※連携大学や参画機関の方の場合は、「所属部局・部署」の欄に所属機関名も記載してください。
※実施体制の強みとして、アピールできることがあれば、「400字程度の文書」で簡潔に説明してください。




７．特記事項(利益相反マネジメントにかかる申告)
※公募要領「2.5審査における利益相反マネジメント」に基づき、プロジェクトの主要メンバー(プロジェクト統括、連携プロジェクト統括)に関する利益相反の有無について申告してください。記載にあたっては必ず該当箇所を参照してください。

	利益相反の有無・氏名
	【該当なし、該当あり】　　該当者氏名：

	利益相反対象の機関名・企業名
	

	理由
	


※複数ある場合は、表を追加してください。

(1) プロジェクト統括の利益相反マネジメント
プロジェクト統括に関係する機関(以下のいずれかに該当する機関)を参画機関とするかを申告してください。なお、a 及び b についてはプロジェクト統括のみではなく、プロジェクト統括の配偶者及び一親等内の親族(以下、「プロジェクト統括等」と総称します。)についても同様に取り扱います。
a. プロジェクト統括等の研究開発成果を基に設立した機関。(直接的には経営に関与せず技術顧問等の肩書きを有するのみの場合、株式を保有しているのみの場合を含む。)
b. プロジェクト統括等が役員(CTOを含み、技術顧問を含まない。)に就任している機関。
c. プロジェクト統括が株式を保有している機関。
d. プロジェクト統括が実施料収入を得ている機関。
(2) JST の利益相反マネジメント
参画機関がJSTの出資先企業に該当するか否かについて申告してください。なお、本マネジメントは JST の公正性及び透明性を担保するために実施するものであり、JSTから出資を受けていることが、評価において不利に働くことはありません。JSTの出資先企業については下記ウェブサイトを参照してください。
https://www.jst.go.jp/entre/result.html#M01

